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特 集特 集 リチウムイオン電池の火災防止対策

背景写真：発火原因となった加熱式タバコ（リチウムイオン電池内蔵）
（（公財）日本容器包装リサイクル協会提供）

1.	 はじめに

リチウムイオン電池とは、正極にリチウ
ム複合酸化物、負極に炭素を用い、リチウ
ムイオンが移動することで充電や放電を行
う二次電池（充電式電池）である。高いエ
ネルギー密度を有する一方で自己放電率の
少ない、すぐれた電池とされており、1991
年に商業化されて以降、様々な電子機器や
電動自動車などに広く用いられてきた。

2010年代後半より、不燃系廃棄物（不燃
ごみ、粗大ごみなど）に混入して排出され
るリチウムイオン電池に起因する発火・火
災事故が頻発・増加している。一施設あた
り数億円以上要することもある被害金額と
ともに、数週間以上の収集停止に追い込ま
れる処理施設もあって、市民生活に大きな
影響を与えている。最近では廃棄時でなく
使用時についても、特に2025年７月には山
手線内のモバイルバッテリーによる発火事
故の報道や、累次に及ぶ航空機の機内持込
ルールの変更もあって、リチウムイオン電
池の安全性に関する関心が非常に高くな
り、大きな社会問題となっている。

リチウムイオン電池は資源有効利用促進
法による指定再資源化製品として自主回収
の対象であるため、同法に基づく生産者（製

造・輸入事業者）による自主回収とそれ以
外の市町村による分別回収の２通りがあ
る。しかし、資源有効利用促進法に基づく
自主回収では回収率の目標がないため、全
国的な排出量に対する回収量が把握されて
おらず、多くのリチウムイオン電池が市町
村の不燃系廃棄物に混入して処理されてい
ると考えられた。

そこで環境省は2025年４月に、拡大生産
者責任に基づく生産者による責任を求めつ
つも、市町村の一般廃棄物処理計画に従っ
て適正処理を行うことをすべての市町村に
求める「市町村におけるリチウム蓄電池等
の適正処理に関する方針と対策について

（通知）」１）を発出し、わかりやすい分別区
分と回収方法、膨張・変形したものを含む
回収、適切な保管と適正処理が可能な事業
者への引渡しなどを求めるに至った。

本稿ではリチウムイオン電池回収の現状
を紹介し、安全性と資源循環のための課題
を論じる。

2.	 リチウムイオン電池の	
排出量とフローの現状2）、３）

Oguchiと著者らは日本国内の小型リチ
ウムイオン電池排出量を推計し、現状の回
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収フローを評価した２）。具体的には、小型
家電リサイクル認定事業者の施設における
各種廃電気電子機器に含まれる小型リチウ
ムイオン電池に関する調査（製品重量、電
池重量、表示、取外し可能性など）、製品
カテゴリーごとの保有台数と使用年数（困
難な場合は販売台数から推定）から排出モ
デルを用いた排出量の推計、及び排出後の
回収や廃棄のフローの推計を行った。

その結果、33種類の電気電子機器を対象
とした調査では、82％にリチウムイオン電
池が内蔵されており、多くの製品が電池一
体型で取外し困難な電池を採用しているた
め、不適切な廃棄物処理経路で処分されて
いる実態が明らかになった。2020年には約
8,160ｔのリチウムイオン電池が排出され、
スマートフォン、ノートパソコン、タブレッ
ト、コードレス掃除機、モバイルバッテ
リー、電動アシスト自転車が主要６カテゴ
リーを占めた。

排出後のフローを推計した結果を図１に
示 す ３）。 約8,160ｔ の 排 出 量 に 対 し て、
JBRCを通じた生産者による回収は約９％
の730ｔ、パソコンのPC3Rと携帯電話のモ
バイル・リサイクル・ネットワークによる
回収は約２％の124ｔ、小型家電認定事業
者による回収は約４％の298ｔであった。
これらの公的回収システムといえる製品の
対象品目は排出量全体の77％をカバーする
が、実際に回収されるのは合計で14％程度
に留まることがわかった。

残る86％の潜在的な経路には、一般廃棄
物としての処分、中古製品としての輸出、
多様な事業者による追跡困難な回収などが
含まれる。しかしこれらを考慮しても、使
用済みリチウムイオン電池の約40％の行方
は依然不明であり、安全性と資源循環の確
保のための回収システムを強化するため、
残存するフローの特定が必要である。

家庭
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830‒1126t*

(10%‒14%) 

8,160t*
(100%) 

730t***
(9%) 

40t*/84t***
(2%) 

707t**
(9%)

    * 本研究の推計値
  ** 環境省による推計値
*** 電池回収・再資源化に関する公表値またはそれに基づく本研究推計値（JBRC, モバイルリサイクルネットワーク, 経済産業省/環境省) 

小型家電認定事業者による回収 298t***
(4%) 

図１　2020年度の国内における排出後のリチウムイオン電池のフロー推計結果３）
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3.	 リチウムイオン電池回収に	
関する今後の課題４）

現在の資源有効利用促進法と廃棄物処理
法に基づくリチウムイオン電池に関係する
回収対象を表１に整理して示す。

資源有効利用促進法に基づく自主回収
は、電池と使用製品の生産者などに義務付
けられているもので、多くの生産者が
JBRCを通じて、リチウムイオン電池を含
む小型充電式電池の自主回収とリサイクル
を共同で行っている。しかしながら、廃棄
物に混入したモバイルバッテリーなどによ
る発火・火災事故の増加を受けて、2025年
５月に同法が改正され、自主回収とリサイ
クルの義務が強化される見通しとなった。
具体的には、同法の政令別表第６で定める

指定再資源化製品として、パソコンとリチ
ウムイオン電池など（密閉形蓄電池）に加
えて、モバイルバッテリー（電源装置）、
携帯電話、加熱式たばこの３品目が追加さ
れるものである。このうちモバイルバッテ
リーと携帯電話は現在でも同政令別表第８

（指定再資源化製品を部品として使用する
製品29品目）による対象であったが、取外
し不要で製品ごと回収を求められるよう

「格上げ」された形である。
なお、別表第８に残る27品目や、元々対

象に含まれていない携帯型扇風機（ハン
ディファン）などの品目については、製品
設計や品目追加の検討も行われているもの
の、今後の課題として残っている。そもそ
も昨今の発火・火災事故発生の根本的な原
因として、消費者の理解や協力が得られな

資源有効利用促進法に�
基づく生産者による自主回収
（2026年３月以前）

同左
（2026年４月以降）

廃棄物処理法に基づく�
市町村による分別回収
（環境省通知による要請）

リチウムイオン
電池

限定的（JBRC会員メーカー、
膨張・変形していないもの）

同左 すべて（膨張・変形してい
るものを含む）

リチウムイオン
電池使用製品

パソコン
　（モバイルバッテリー）
　（携帯電話）

※�この欄以外の29品目は取り
外されたリチウムイオン電
池が対象

パソコン
モバイルバッテリー
携帯電話
加熱式たばこ

※�この欄以外の27品目は取り
外されたリチウムイオン電
池が対象

すべて

備考

政令別表第６で、リチウム
イオン電池（密閉形蓄電池）
とパソコンを指定再資源化
製品に指定
政令別表第８で、29品目を
「指定再資源化製品を部品と
して使用する製品」に指定
（取り外されたリチウムイオ
ン電池が対象）
モバイルバッテリーは
JBRC、携帯電話はモバイル・
リサイクル・ネットワーク
によってそれぞれ自主回収
が行われている。

政令別表第６で、リチウム
イオン電池（密閉形蓄電池）、
パソコン、モバイルバッテ
リー（電源装置）、携帯電話、
加熱式たばこを指定再資源
化製品に指定
政令別表第８で、27品目を
「指定再資源化製品を部品と
して使用する製品」に指定
（取り外されたリチウムイオ
ン電池が対象）

リチウムイオン電池使用製
品の大部分は小型家電リサ
イクルとしての回収とみら
れる。

表１　資源有効利用促進法と廃棄物処理法に基づく回収対象
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いために、生産者による自主回収が低調な
まま放置されていたことがある。具体的に
は、回収場所（電器店などの排出協力店）
のわかりにくさ、対象外の生産者（JBRC
非会員）の電池、電池一体型製品のために
取外し困難な電池（別表第６の品目を除
く）、表示のない製品、現状で回収率の目
標がないことなど、多くの解決すべき課題
が残っている５）、６）。

一方、市町村による分別回収について、
環境省は市町村におけるリチウムイオン電
池等の分別回収と適正処理を進めるため、
2025年３月に「市町村による循環型社会づ
くりに向けた一般廃棄物処理システム指
針」を改訂し、「リチウム蓄電池やリチウ
ム蓄電池を使用した製品」を一つの標準的
な分別区分として追加した。また、2025年
４月に前述の通知を発出して、家庭から排
出されるすべてのリチウムイオン電池等の
分別回収と適正処理を求めることになっ
た。既に多くの市町村ではリチウムイオン
電池とリチウムイオン電池使用製品の分別
回収の取組みが始められ、環境省の対策
集７）などでも紹介されている。しかしなが
ら、必ずしも市町村の分別回収が十分に整
備や周知されていないことに加えて、膨張・
変形したリチウムイオン電池の回収・保管
方法、使用製品から取り外されていないリ
チウムイオン電池の取扱い、リチウムイオ
ン電池の引き取り先などに関しても、情報
や技術が不足している。

環境省が市町村に対してリチウムイオン
電池の分別回収強化を求めたのは、生産者
による自主回収が進まないなかで廃棄物処
理における発火・火災事故に対応する必要
から、短期的には必要でやむを得ないもの
と考える。しかし市町村にとっては、不燃
ごみに対して重量比率でたったの0.3％８）

に過ぎず、この数年程度の間に新たに発生
した適正処理困難物といえるリチウムイオ
ン電池のために、情報・技術・費用・マン

パワーが極めて不足している。環境省は対
策集などによって積極的な情報提供に努め
ているが、生産者も含めて、市町村に対し
てより積極的な協力が必要である。

ここまで安全性の観点を主に論じてきた
が、不燃系廃棄物への混入によってリチウ
ムイオン電池に含まれるニッケル、コバル
トなどの希少金属の回収も困難になり、資
源有効利用促進法の本来の目的である資源
循環の阻害になっていることも忘れてはな
らない。EUでは2020年の第２次循環経済
行動計画の取組みの一環として、2006年の
電池指令が改正されて電池規則が2023年に
施行された。そこでは、廃電池の発生と管
理による悪影響の防止によって環境と人間
の健康を保全することを目的に、生産者、
販売業者、最終使用者の役割と負担を設定
して、2027年末までに63％などの高い回収
率目標を社会全体として達成しようとして
いる４）。長期的には、国内の関連法令の目
的も安全性と資源循環を含む人の健康と環
境の保全に向けて広く捉え直して、EUに
事例を参考にして、拡大生産者責任を本格
的に導入していくのが望ましいと思われ
る。

4.	 おわりに

リチウムイオン電池に起因する不燃系廃
棄物の発火・火災事故の増加に対して、排
出量推計や既存の回収システムの検討を通
じて、安全性と資源循環のためのリチウム
イオン電池回収の現状と課題を論じた。

本研究は、環境省・（独）環境再生保全
機 構 の 環 境 研 究 総 合 推 進 費（JPMEE
RF20213001、JPMEERF20243002）により
実施した。関係する検討会などで議論の機
会を頂戴した環境省と経済産業省、調査研
究にご協力頂いた市町村、小口正弘氏をは
じめとする推進費共同研究者、他関係各位
に対して厚く謝意を表する。
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